
先般の第151通常国会最終日（6月29日）に「森林・林業基本法」（以下基本法という）が可決・成

立した。

基本法は、これまでの林業基本法をほぼ40年振りに見直し、国民の森林に対する要請や林業を巡

る厳しい情勢等に対応して今後の森林・林業の位置付けを明確化し、講ずべき施策の基本的方向を示

したものである。

また1992年の地球サミットにおける「森林に関する声明」やフィンランド等森林諸国が精力的に

取り組む「森林の保全と持続可能な森林経営」の流れにも即したものであり、広く国民全体が注目す

べき法律である。

旧林業基本法が主として林業生産の増大と林業従事者の所得の増大を目指したのに対し、基本法は

理念として森林の有する多面的機能すなわち国土保全、水源かん養、自然環境保全、保健、温暖化防

止、林産物供給等機能の発揮と林業の健全な発展を掲げており、国はこの理念にのっとった施策を策

定し、実施する「責務を有する」ものとされた。今後は森林・林業基本計画を定めた上で具体的施策

を展開することとなる。その場合先ず現在の厳しい森林、林業、山村の情勢を十分認識しておく必要

がある。輸入木材の増加により国産材利用率は平成11年には19.2％に低下し、木材価格も大幅に下落

する中で林業経営の採算性は著しく悪化している。また林業就業者も昭和50年の22万人から平成11

年には7万人に減少した。必然的に民有林の間伐実施は5割程度にとどまり、不在村者所有林も年々

増加して25％に達する中で、森林管理水準は低下し施業放棄の増大を招いている。

また山村（指定振興山村）の人口も昭和40年の674万人から平成7年には473万人に減少し、高齢

化率（65歳以上）も全国平均14％に対し24％と高い。従って山村自治体の財政も脆弱化が進み、財

政力指数は全国平均の0.42に対し0.19に過ぎない。

今後の政策はこのような厳しい情勢を踏まえる必要があり、具体的展開は極めて多岐に亘るものと

思われるが、森林の持続的整備、保全のためには何よりも「担い手」の確保が必要であり、そのため

の山村振興と定住の促進に努めることが肝要である。また年間75兆円ともいわれる森林の公益的機

能維持のための社会的コストをどう負担するのか国民的議論と理解を深める必要がある。

小泉内閣の構造改革に関するいわゆる「骨太の方針」の中でも、国民生活や経済活動に不可欠な社

会資本として水、大気、緑、土壌等が掲げられている。

おいしい水、きれいな空気、美しい緑の源である森林はこのような社会資本そのものであり、今後

の森林整備に対する予算面での配慮と適切な山村自治体への対応を望むとともに地方自治体、森林、

林業関係者自らの一段と積極的な取組みを期待したい。

（㈱農林中金総合研究所　代表取締役社長　栗林 直幸）
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